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と規定していても、どの部分が割増賃金に当
たるか判別することができないため、割増賃
金を支払ったことにはなりません（東京地判
平成29年10月11日）。
　　これと同様に、「賃金＊＊円には○時間分
の時間外手当を含む」と記載していても、割
増賃金の金額を特定できないため無効と判断
されることになります。
　⑵組込型（有効とされた事例）
　　他方で「月俸35万円には10万500円の時間
外手当を含む」との定めは、通常の労働時間
に対応する賃金との区分が明確であり、有効
とされています（東京地判平成29年 9 月26
日）。
　⑶手当型（有効とされた事例）
　　基本給とは別に残業代を手当として支給す
る場合は、割増賃金に当たる部分を判別する
ことは比較的容易となります。「基本給14万
円及び固定残業手当2万円」との定めは、残
業代に当たる金額を特定できると判断されて
います（東京地判平成29年 8 月25日）。

4 　残業代精算の必要性
　　なお、固定残業代制度を導入しても、使用
者は従業員の労働時間管理義務を免れません
ので、固定残業代を超える残業代が発生した
場合は、これを精算して支払わなくてはなり
ません。
　　超過した残業代の精算を行っていない場合
でも、固定残業代制度そのものは無効となら
ないのが原則ですが（東京地判平成29年 9 月
26日）、この精算をせずに長時間労働を強い
ていた場合に固定残業代の合意そのものを無
効と判断した判例（東京地判平成27年 2 月27
日）もありますので、注意が必要です。

1 　固定残業代とは
　　働き方改革では、残業代が支払われない
「高度プロフェッショナル制度」が導入され
ました。一方、中小企業においては「固定残
業代制度」を導入している企業が少なくあり
ません。
　　固定残業代制度は、実際の残業の有無にか
かわらず毎月決まった時間外労働手当を支給
する制度であり、対象となる従業員の業種や
年収に制限はなく、既に多くの事業所で導入
されています。
　　しかし、固定残業代制度は適切に定めなけ
れば無効となることに注意が必要です。

2 　固定残業代の類型
　　固定残業代には、基本給の中に一定額の残
業代を組み込んでおく「組込型」と、基本給
とは別に一定額の残業代を手当として支給す
る「手当型」があります。
　　そして、これらを定める賃金規定が有効と
なるためには、「通常の労働時間の賃金に当
たる部分と割増賃金に当たる部分とを判別す
ることができること」が必要です（最判平成
29年 7 月 7 日）。
　　つまり、通常の賃金と固定残業代がそれぞ
れいくらなのか明確に区別されていなけれ
ば、残業代を支払ったとは見なされません。
この場合、固定残業代部分を基本給に含めた
額をベースに割増賃金が算定されることに
なってしまいます。

3 　最近の裁判例
　　固定残業代を巡る裁判例をいくつかご紹介
します。
　⑴組込型（無効とされた事例）
　　単に「基本給には時間外労働手当を含む」
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